
復旧・復興事業の施工確保について

土研新技術ショーケース2013in仙台 講演資料

国土交通省 東北地方整備局

技術調整管理官 加藤 信行

平成２５年 １１月２２日

１．道路

・直轄国道の本復旧については、今年８月末で全体延長の９９％まで進捗。

・今年８月末の復興道路等全体の用地進捗率は約７割、工事着手率は約７割まで

進捗。

・三陸沿岸道路 普代道路（岩手県普代村）が10月13日開通予定。

○基幹事業の整備は、順調に進捗。

基幹事業の進捗状況

２．河川・海岸
・直轄河川堤防は、今年８月末で被災158箇所のうち、約８割の137箇所が完成。

・直轄による海岸堤防は、今年８月末で約30kmのうち、約５割が完成。

約８割で工事着手している。

・直轄河川堤防及び海岸堤防については、平成27年度に復旧完了予定。

３．港湾
・直轄港湾施設は、今年9月末で被災106施設のうち、約9割の91施設が完成。

・釜石及び大船渡港の湾口防波堤、相馬港沖防波堤については、平成27年度

に復旧完了予定。
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東北横断自動車道釜石秋田線

宮古盛岡横断道路
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復興道路・復興支援道路

新規事業化から工事着工まで、

通常４年かかるところを１年以内で実施。

○3次補正・新規事業化（H23.11.21）

○復興道路会議
H23.11.25,26、知事・関係機関の長から構成

○測量立ち入り説明会
平成23年11月末から開催

復興道路・復興支援道路
総 延 長 584km
新規区間 224km

東北中央自動車道
（相馬～福島）

45km
［新規区間11km］

東北横断自動車道釜石秋田線
（釜石～花巻）
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平成23年11月末から開催

○中心杭の設置
平成23年12月末から設置

○設計説明会、幅杭打設・用地調査
平成24年3月末から開催

○用地買収着手
平成24年8月末から、着手

○工事着工
平成２４年１１月３日から着工

〔新規事業化から1年以内に着工〕
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（参考） 復興道路着工までのプロセス
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◆ 復興道路着工への原動力

○地元の協力と熱意

○国会・中央の理解
予算上の配慮

○国・県・市町村の連携
（復興道路会議）

○官民連携
（事業促進ＰＰＰ）

○各プロセスの並列進行

（ 設 計 ）

（ 用地買収 ）

１年目

（ 工 事 ）
着
工
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H24.11.4（釜石）

8/22～

契
約

入
札

11/30～入
札

（ 測 量 ）
11/27～

入
札

打
設

中
心
杭

H23.11.21
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○本復旧については、仙台空港、下水処理場の背後、侵食が
○大きい区間は、概ねH24年度末完了。

○その他の区域については、概ねH27年度までの完了を目標。

○震災がれきを海岸堤防に有効活用し、がれき処理の推進も。

海岸事業の進捗状況（国施工）

仙台空港仙台空港の背後区間

・平成24年1月29日 本復旧工事に着工

・平成25年3月23日 復旧完了

被災状況 本復旧施工状況（H25.1.24）

岩沼市二の倉海岸
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○まちづくり・住宅も、今年度内に各市町村で工事が本格化。

まちづくり・住宅などの進捗状況

※予定地区数・戸数等のデータは東北地方整備局管内の値

１．防災集団移転

・今年8月末で全３３４地区のうち、約４割の１４３地区において工事着手済み。

（全334地区、24市町村）

２．災害公営住宅

・今年度内に約13,000戸（43市町村）工事着手予定。（全2万戸以上、47市町村）

※ 今年度後半から来年度にかけて建築工事が集中。

・被災3県の四半期ごとの建築工事中の戸数（新規着手に継続工事中を加えたもの）

H25年度第3四半期 9,035戸

第4四半期 9,800戸

H26年度第1四半期 10,742戸

第2四半期 11,329戸 （国土交通省調査（8月31日）に基づき作成）
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阪神・淡路大震災との違い

地震エネルギーの差

●阪神・淡路大震災 ： M7 ●東日本大震災 ： M9 → 約1,000倍

地震被害の様相

●阪神淡路・大震災 ： 都市型の災害 ●東日本大震災 ： 津波型の災害

犠牲の要因

○ 地震によって、被害と様相が全く異なる。

●阪神淡路・大震災 ： 圧死 83％ ●東日本大震災 ： 溺死 92％

（※参考）関東大震災（1923年） 焼死 87％

１．被害の大きさ（範囲、根こそぎ）

２．復興計画の難度（複雑系、合意の難しさ）

３．組織の力（官庁、民間）
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■津波被災地の市街地・居住地復興のための事業規模等

阪神・淡路大震災との違い

（出典）復興庁 復興の現状と取り組み（平成25年9月25日） 7

復興事業円滑化のためのこれまでの工夫

東日本大震災の復旧・復興事業を迅速且つ円滑に推進する上で

考慮すべきポイント

○技術者不足への対応

○ 発注者・受注者双方の業務量の軽減・効率化

○ 現地に精通した地元企業の活用

○ 資材不足及び労務・資材の高騰への対応
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○近接の間隔を１０km程度
に緩和

復旧・復興事業の施工確保対策一覧

発注準備
積算 入札公告

契約
着工準備期間 工事中

■対策21．一人の主任技術
者による２以上の工事現場
の管理

■対策22．技術者及び現場
代理人の配置緩和措置の
適切な活用

■対策14．発注ロットの拡
大

■対策15．地域要件の緩
和（県内→東北管内企
業まで拡大）

■対策７．市場高騰に対す
る労務費・資材費の見積
活用による積算

■対策20．工期における
余裕期間の設定

■対策19．契約時点の最
新単価に基づく契約変
更

■対策25 物価変動等に

＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞ ＞＞＞

■対策１．復興まちづくりに
おけるＣＭ方式の活用

○建設業者の不足、人材・資材の不足や価格高騰の状況で、復旧・復興事業の円滑な施工を確保するため
様々な対策を実施。

■対策16．地元企業の参
加可能額の拡大

（Ｂ＋Ｃ）、（拡大Ｃ）

○H25.4改定で被災三県前
年度比21％UP

■対策６．実勢価格を反映
した設計工事労務単価の
改定

■対策２．事業促進ＰＰＰの
企画・導入

工事着手前

＜事業推進体制の強化＞

＜建設資材対策＞

■対策３．「建設資材対策東
北地方連絡会」

■対策17．復興ＪＶの活用

■対策９．宿舎設置に伴う
費用の積上げ計上

■対策10．地域外からの労
働者確保に関する間接費
補正

■対策23．宿泊費等に係る
間接費の設計変更

■対策24．建設資材の遠隔
地からの調達に伴う設計
変更

■対策25．物価変動等に
伴うスライド条項に基づく
契約額変更

（インフレスライド
／単品スライド）

■対策26．適切な工期延長
対応

（凡例）＜対応策の目的＞
■官民の協力・連携
■発注の円滑化
■必要な費用の適正な積算
■技術者・技能者の確保
■資材の確保

■対策11．施工箇所が点
在する工事の間接費の算
定

■対策12．被災地で使用す
る建設機械損料（維持修
繕費率）を補正

■対策８．資材の積算単価
に毎月公表される速報価
格を採用

（凡例）
□東北地整独自運用

■対策18．「技術提案一
括審査方式」の導入

（凡例）
□３月以降の施策

■対策13．土工とコンクリ
ート工における復興歩掛
りの活用

○ひっ迫する生ｺﾝ用骨材

（砂）として、川砂（河川・ダム
湖）を供給支援

○新たに「災害公営住宅専
門部会」を設置

北地方連絡会」
資材需給情報共有・調整
※資材/地区別分会も 開催

■対策４．<生コン対策>
砂の確保（ストックヤードの

確保・域外調達）

■対策５．<生コン対策>
・ｺﾝｸﾘｰﾄ製品等への転換
・港湾工事における「ミキサ

ー船」の導入
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●技術者・技能者の確保

◆発注ロットの大型化

（地元企業の参加可能額の拡大）

・技術者不足への対応と、官民双方の入札業務負担の軽減を

図るため、中小規模の工事を集約化し、発注ロットを大型化。

・地元企業が通常参加できる工事規模の上限を３億円から５．８

億円まで拡大し、大型化した工事に地元企業が参加可能に。

◆地域要件の緩和

平成24年度から一部の工事で、被災地（県内）の企業に加え、

東北地方整備局管内の地元企業も「単独」で参加を可能に。

●必要な費用の適正な積算

○積算に用いる労務・資材価格をタイムリーに計上。
○工事中の変化分は適正に精算。

◆実勢価格を反映した公共工事労務単価の改定

通常年１回行っている公共工事設計労務単価の見直しを、賃
金の変動調査の結果に応じて年数回実施。

◆速報価格の採用

資材価格の変動が著しい状況に対応し、「生コン」「アスコン」
「砕石」の積算単価に、 毎月公表される速報値を採用。

◆インフレスライド・単品スライドの適用

発注の円滑化／技術者・技能者の確保

東北地方整備局管内の地元企業も 単独」で参加を可能に。

◆復興ＪＶ（被災地企業と全国企業とのＪＶ）

地元の建設企業が、被災地域外の建設企業と継続的に共同

することにより、その施工力を強化。

工事現場に専任する技術者はＪＶで１名でも可。

◆技術者専任用件の緩和

近接する工事において、技術者の兼任を容認。
密接な関係のある10ｋｍ程度以内の２つの工事について専任

の主任技術者の兼務可能に。 ●発注業務負担軽減
◆「技術提案一括審査方式」の導入

・技術提案作成に関する企業の負担、その評価への発注者の
負担を軽減
・共通化できる１つの技術提案で複数工事の技術評価を実施

◆インフレスライド・単品スライドの適用
急激な物価変動に伴う請負代金額の変更を可能に。

更に、資材価格の急騰に対応する単品スライドにアスファルト
材、生コンも精算を可能に。

◆宿泊費・宿舎建設の実費負担

労働者を確保するために必要な、実際にかかった費用を適
正に精算。
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技術提案一括審査入札方式の試行

目 的

①被災地のために復興事業をスピーディに行う。

②発注者・受注者双方の入札手続きの効率化により復
旧・復興工事の円滑化を図る。

技術提案のテーマを共通化できる複数工区の発注が同
時期に予定されている場合、競争参加申込者からの技術
提案の提出は、１つのみとし発注者・受注者双方の業務
負担の軽減を図るとともにスピーディな復旧復興事業の
進捗に寄与する

要 旨

進捗に寄与する。

①複数工区の発注に対して同一テーマの技術提案を求
める。
②入札は、すべての工区または、希望する工区のみ札を
入れる。
③入札説明書で示した開札順番ごとに開札し、工区ごと
に評価値の最も高い者に落札決定する。
④なお、受注した企業は、工事に専念し確実な施工を実
施する体制の構築が求められるため、１公告に配置できる
予定技術者は、技術提案を熟知し確実に履行できる１人
としてリスクの分散を図る。

一括審査入札方式の内容
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民間技術者チームは、「事業管理」、「調査・設計」、「用地」、「施工」等
のエキスパート（専門家）で構成。それぞれが連携しながら、全体の最
適な進め方を検討・実施

制度（仕組み）

事業促進ＰＰＰの業務分担

○民間技術者チームが、従来、発注者の行ってきた協議調整等の施工前の業務を

発注者と一体となって実施

事
務
所
チ
ー
ム

民間技術者チーム

管理技術者

事業監理
専門家

施工
専門家

調査設計
専門家

用地
専門家

建設
コンサル

施工会社
等

地元

地元
・・・

関係機関

・・・
関係機関

調整

調整

調整

ＰＰＰ
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○信頼性・実現性の高い事業工程

・職員、コンサル、ゼネコンの協力で大きな効果

・協議調整のプロである職員、設計のプロであるコンサル技術者、施工のプロである

ゼネコン技術者の協力で協議リスク、用地リスク、施工リスクを織り込んだ実現性の

高い最短工程の作成

○事業期間の短縮

クリティカルパスを発見し 設計 用地 施工の段階で工夫

事業促進ＰＰＰの導入効果

・クリティカルパスを発見し、設計、用地、施工の段階で工夫

・設計段階で施工性を確認するので工事の手戻りが少ない

○コスト縮減

・異なる視点からのチェック（アイディアと実現性）

・二重チェック

○事業管理の効率化

・情報共有化システム ・PM ツールの活用
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＜全国＞

＜東北＞

＜東北＞

地区別（分会） ※ひっ迫する地区別、資材別で開催

建設資材対策東北地方連絡会

目的：建設資材の需要・需給の見通しを情報共有

事務局 ： 東北地方整備局
構成機関 ： 国、都道府県・政令市、独立行政法人、建設業団体、資材団体等

・H23年度 （第1回）H23.7.29 （第2回）H24.1.30 （第3回）H24.3.16
・H24年度 （第1回）H24.4.20 （第2回）H24.7.23 （第3回）H24.10.1
・H25年度 （第1回）H25.4.24 （第2回）H25.8.6

復旧・復興の施工確保に関する連絡協議会

目的：現状を情報交換し、復旧・復興事業の円滑な実施を図る
＜関係省庁＞ ＜地方公共団体＞＜関係業界団体＞ ＜開催状況＞

国土交通省 岩手県 (社)日建連 H23.12.27設立
総務省 宮城県 (一社)全建 【H23 第1-2回】
厚生労働省 福島県 (社)建専連等 【H24 第3-5回】
農林水産省 仙台市 H25（第6回）H25.5.22
環境省／復興庁 (第7回）H25.9.12 
都市再生機構

岩手県 ※各地区復旧・復興工事施工確保対策情報連絡会
○久慈地区【H24 1回】 （第1回）H25.4.24（第2回）H25.6.14

資材別（分会）

復旧事業円滑化のための工夫 官民の協力・連携

○久慈地区【H24 1回】 （第1回）H25.4.24（第2回）H25.6.14
○宮古地区【H24 2回】 （第1回）H25.4.18（第2回）H25.6.7（第3回）H25.8.2
○釜石地区 【H24 2回】 （第1回）H25.4.19 
○大船渡地区 【H24 2回】 （第1回）H25.4.26（第2回）H25.6.3 （作業部会含む）

宮城県
○宮城県分会（生コン・砕石）【H23 1回】
○生コン（仙台、石巻地区）関係者打合せ 【H23 1回】
○宮城県分会 【H24 4回】（第1回）H25.5.17 （第2回）H25.9.2
○石巻地区復旧・復興工事情報連絡会 【H24 1回】

福島県 ○相馬市（生コン）関係情報連絡会【H23 1回開催】
○福島県建設工事復旧・復興相双地方連絡協議会 【H24 4回開催】 （第1回）H25.8.1

＜東北＞

※ひっ迫する資材毎に機動的に開催

○鋼矢板（仮設）資材対策関係者
打合せ
・【H23 1回開催】 ・【H24 1回開催】

○宮城県生コンクリートJIS工場協議会

・【H24 5回開催】 （第1回）H25.6.14

○災害公営住宅専門部会
・（第1回）H25.9.6

東北地方発注者協議会 H25.10.23 幹事会H25.5.10
目的：①入札・契約等公共工事の品質確保の促進に関する施策の情報共有

②復興加速化と東北全体の円滑な事業推進のため情報共有と
的確な情報発信の場として活用（発注見通しの統合等）

＜関係省庁＞
東北地方整備局(事務局）

東北農政局
東北地方環境事務所

等11省庁の出先機関

＜地方公共団体＞
東北６県、仙台市
青森市、石巻市
秋田市、山形市
福島市

＜関係発注機関＞
NEXCO東日本㈱東北支社

(独)JRTT青森新幹線建設局

(独)JAEA青森研究開発ｾﾝﾀｰ
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50%
60%

80%

100%

平成24/25年度不調工事の発生率の状況 （平成25年8月31日現在）

○再発注により、ほとんどの工事は契約済みとなっていることに注
意。
○様々な対策の結果、不調工事の発生率は改善。

14%

37%

25%

16%14%

22% 24%

34%

15%

0%

20%

40%

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２４ Ｈ２５

　 岩手県 　 宮城県 　福島県 　 仙台市 東北地方整備局
　（被災三県）※Ｈ２４：平成24年4月～平成25年3月の入札不調発生割合

※Ｈ２５：平成25年4月～平成25年8月の入札不調発生割合
※各機関とも「土木」工事を対象

※被災三県仙台市については、本省土地・建設産業局建設業課のデータを使用。

※東北地方整備局は、東北地整管内工事のうち、被災三県の集計データを使用。 15

項　目 不調の現状 対　　応
再発注後の
契約状況

岩手県
平成25年度（4月～8月）
は、平成24年度に比べ横
ばい。

不調となった場合は、発注ロット及び地域要件の拡大等により競
争入札で再発注。
複数回不調になった場合等は、随意契約も活用。

複数回の再発注に
よりほぼ契約できて
いる。

宮城県
平成２５年度の不調は減

　ロットの拡大や設計内容の見直し，地域要件を拡大して一般競
争で再発注。不調となった場合は指名競争又は随意契約も活
用。

Ｈ２５ ５ ７より不調が多い１億円未満の工事については 総合
複数回の再発注に
よりほぼ契約できて

被災地における再発注時の対応

○再発注により、ほとんどの工事は契約済みとなっていることに注
意。
○不調は発生しているが、再発注時の工夫等によりほぼ契約はできている。

宮城県
平成 年度 不調 減
少

　Ｈ２５．５．７より不調が多い１億円未満の工事については，総合
評価落札方式に代えて一般競争入札方式の最低制限価格方式
で実施。Ｈ２５．９．１より施工体制事前提出（オープンブック）方式
の適用緩和

よりほぼ契約できて
いる。

福島県

平成２５年度（4～８月）
は、平成24年度に比べ横
ばい。
若干の減少傾向

　不調となった場合はロットの拡大や設計内容の見直し等により
再発注。
　Ｈ２５．９より復興ＪＶへの参加要件や現場代理人の常駐義務な
どについて緩和を実施。Ｈ２５．１０より復興歩掛を適用した。

複数回の再発注に
よりほぼ契約できて
いる。

仙台市
平成２５年度の不調は減
少

　不調となった場合は、地域要件の拡大や更なるロットの大型化
などを行い再発注。

復興工事は再発注
によりほぼ契約でき
ている。

東北地整

平成２５年度（4～８月）
は、平成24年度に比べ横
ばい。
若干の減少傾向

　不調となった要因を分析し、ロット及び地域要件の拡大、設計
内容の見直し等を実施し再発注。

再発注によりほぼ
契約できている。
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不調
（4件）

なお手続き中
２．６％
（１件）

被災三県

災害公営住宅
「建築工事」
「不調１０％」

「９７％が契約済」 「１００％契約済」

平成24年度発注工事の契約状況 （平成25年8月３１日現在）

○直轄工事では９９．５％契約済。

不調
（69件）

なお手続き中
７．１％
（27件）

なお手続き中
０．５％
（2件）

一般土木工事
「不調１６％」

「９３％が契約済」
※７％が「遅れ」

「９９．５％が契約済」
※０．５％が「遅れ」

○災害公営住宅は１００％契約済。

契約済
（37件）

契約済
９７．４％
（37件）

契約済み
１００％
（３８件）

平成２４年４月
～３月末までの
入札の回数で
整理している。

平成２５年３月末時点の
工事単位で整理すると...

※不調になると
再度契約手続き
に入るので、
不調は何度もカ
ウントされること
に。

平成２５年８月末時点の
工事単位で整理すると...

※被災三県における災害公営住宅の「建築」工事を対象に集計したもの。

※国土交通省東北地方整備局発注工事のうち、
被災三県の「一般土木」工事を対象に集計したもの。

※「契約済等」には、増工対応によるものも含む。

契約済
（339件）

契約済等
９２．９％
（352件）

契約済等
９９．５％
（377件）

平成２４年４月
～３月末までの
入札の回数で
整理している。

平成２５年３月末時点の
工事単位で整理すると...

※不調になると
再度契約手続き
に入るので、
不調は何度も
カウントされること
に。

平成２５年８月末時点の
工事単位で整理すると...
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○東日本大震災以降、全国的に技能労働者の不足傾向が継続。

建設技能労働者過不足率の推移（６職種計・地域別）
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北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

不

足

建設技能労働者過不足率の推移 （建設労働需給調査より）

　※「建設労働需給調査結果」（国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課）の「地域別の状況（季節調整値）」過去データを用いてグラフ作成したもの。※http://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/rodo.htm
　※「6職種」とは、型枠工（土木）、型枠工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工（建築）をいう。
　※調査対象日は毎月１０～２０日までの間の１日（日曜・休日を除く）
　※調査対象は建設業法場の許可を受けた法人企業（資本金３００万円以上）で、調査対象職種の労働者を直用する建設業者のうち全国約３,０００社（うち有効回答者数1,387社（H25.8の場合））
　※現在の過不足状況調査事項：モニター業者が手持ち現場において①確保している労働者数、②確保したかったが出来なかった労働者数、③確保したが過剰となった労働者数
　　　過不足率＝（（②-③）／（①＋②））×１００　
　※上記は季節調整済みの値。季節調整の方法はセンサス局方Ⅱ（X-11)による。
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4.0

4.5
セメント

生コンクリート

骨材(砂)
骨材（砕石）

骨材(再生砕石)
アスファルト合材（新材）

異形棒鋼

Ｈ形鋼

木材（型枠用合板）

石油

生コン、砂の需給がひっ迫

主要建設資材の需給動向

ひっ迫
（不足）

【全 国】

○被災３県では、生コンクリートと骨材（砂）の需給が一時のひっ迫傾向から改善。

【被災３県】

H
23
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H
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石油

震
災

震
災

※数字は、モニターから得た回答「緩和」「やや緩和」「均衡」「ややひっ迫」「ひっ迫」を１～５点とし、全モニターの回答を平均したもの
出典：主要建設資材需給・価格動向調査（国土交通省）

緩和
（過剰）

均 衡
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○公共投資予算（当初）と生コン総出荷量の推移における相関が高い。
○ピーク時（平成２年度）の３割強まで減少。

公共投資予算（当初）、生コン総出荷量の推移

11

13

15兆

円
）

150

200 百
万

全
国

）

公共投資予算
（当初）

生コン総出荷量（全国）197
百万㎥

１／３強

（
百

万
㎥

）

※公共投資予算は国土交通省データ、生コン総出荷量は全国生コンクリート工業組合データ

3

5

7

9

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

公
共

投
資

予
算

（
兆

50

100

生
コ

ン
総

出
荷

量
（
全

85
百万㎥
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沿岸部９地区 生コン対策状況

○再発注により、ほとんどの工事は契約済みとなっていることに注
意。

○復興加速化会議（H25.3.3）の方針に従い、官民協力により生コンプラントの新設等
対策が着実に進捗。

地区名 現状と今後の見通し
復興加速化会議（H25.3.3）

時点の対応方針
現在の対応状況

久慈
生コンプラントの生産体制強化やミキ
サー船の導入等により、現状及び今後も
安定の見通し。

官民協力で需給バランスを安定維持。 官民協力で需給バランスを安定維持。

宮古
骨材の広域調達や生コンプラントの体制
強化等により現状は安定。今後は三陸
沿岸道路工事により需要が急増。

公共プラント新設（大臣指示）。
国が公共プラント（１基）新設の手続きを
開始（１０月）予定。官民協力で需給バラ
ンスを安定維持。

釜石
骨材の広域調達や生コンプラントの生産
体制強化等により現状は安定。今後は 公共プラント新設（大臣指示）。

国が公共プラント（１基）新設の手続きを
開始（１０月）予定。官民協力で需給バラ

岩手県

久慈

宮古

釜石

需給バランスの安定を維持する地区

対応方針により供給を確保する地区

工事動向の見極めが必要な地区

三陸沿岸道路工事により需要が急増。 ンスを安定維持。

大船渡
骨材の広域調達や民間プラントの稼働
等により現状は安定。今後は県漁港海
岸工事により需要が上廻る見通し。

今後の工事動向を見極めながら、官民
が協力して機動的に対応。

今後の工事動向を見極めながら、官民
が協力して機動的に対応。
（民間プラント１基検討中）

気仙沼
骨材の広域調達や民間プラントの稼働
等により現状は安定。今後は県海岸工
事により需要が急増。

今後の工事動向を見極めながら、官民
が協力して機動的に対応。

県が公共プラント（２基）新設の手続きを
開始（９月）。今後の工事動向を見極め
ながら、官民が協力して機動的に対応。

石巻
骨材の広域調達や生コンプラントの体制
強化等により現状は安定。今後は県海
岸工事により需要が急増。

砂の広域調達の拡充など現在の対策を
強化する対応方針に沿って供給確保。

県が公共プラント（２基）新設の手続きを
開始（９月）。今後の工事動向を見極め
ながら、官民が協力して機動的に対応。

仙台
骨材の広域調達やコンクリート製品への
転換等により現状は概ね安定。
今後も安定傾向。

更なるストックヤードの確保、砂の広域
調達の拡充などの対策を強化する対応
方針に沿って供給確保。

民間プラント（１基）が稼働準備中。引き
続き砂の広域調達の拡充や川砂の活用
と合わせ、対応方針に沿って供給確保。

相双
骨材の広域調達や生コンプラントの生産
体制強化等により現状は安定。
今後も概ね安定傾向。

今後の工事動向を見極めながら、官民
が協力して機動的に対応。

民間プラント（１基）が９月に稼働。今後
の工事動向を見極めながら、官民が協
力して機動的に対応。

いわき
生コンプラントの生産体制強化やミキ
サー船の導入等により現状及び今後も
概ね安定の見通し。

官民協力で需給バランスを安定維持。
民間プラント（１基）が建設中。今後の工
事動向を見極めながら、官民が協力して
機動的に対応。

福島県

宮城県

大船渡

気仙沼

石巻

仙台

相双

いわき

21

生コンクリート不足対策 災害復旧事業費による仮設プラントの設置

○コンクリート二次製品や代替資材への転換

○生コンプラントの増設等
・民間事業者による生コンプラントの増設
・大量に生コンを使用する港湾・漁港工事における

ミキサー船等の活用

○原材料（砂）の調達の拡大
・海運等による地域外からの調達

・直轄ダム等に堆積した砂利を骨材として活用

こ
れ
ま
で
の
対
策

・発注者と生コン供給事業者が、複数の災害復旧工事への生コン供給（量・期間・単価等）について、協定を締結

づ

災害復旧工事向け生コンクリート仮設プラント（宮城県）

これらの対策をもってしても、

現在、地域によっては、
需要量が供給能力を超過

このままでは、復興事業の進捗
への影響が懸念

ミキサー船

コンクリート
二次製品の
設置状況

新

た

な

対

策

・工事受注者は、協定に基づき生コン供給事業者から生コンを購入

・事業完了後は、プラントを撤去

■スキームのポイント

・「需要見通しが不透明」という事業リスクを除去

・既存プラントからの需要量を減少させることにより、地域全体の需給バラ
ンスを緩和し、供給を円滑化

・所管官庁が異なる複数の事業・発注者が参加することにより、プラントを
最大限活用

【プラント概要】
・宮城県気仙沼市、石巻市等に計４基設置、

平成２７年度まで稼働予定
・プラント１基ごとに、１０～２０箇所の災害復旧工事

（道路・河川・海岸・漁港等）を指定
22

生コンクリート不足対策 三陸沿岸道路専用“公共プラント”の設置

釜石市

宮古市

○公共プラント設置スケジュール
・H25.10 公共プラント設置を含む三陸沿岸道路工事を公告
・H26.  1  工事契約（予定）及び公共プラントの設計施工提案
※供給不足が想定されるH26秋頃に稼働開始予定

○公共プラント設置位置
・宮古地区（民間プラントが近隣に無い「宮古～田老間」）
・釜石地区（民間プラントが近隣に無い「吉浜～釜石間」）

トンネル工事
  掘削工
  復工コンクリート
  仮設工

生コンプラント
  設置・運営・撤去

Ａ工事

Ｂ工事

Ｃ工事

【公共プラント設置イメージ】

（直轄工事）

工事発注

※三陸沿岸道路の専用プラントとして、Ｈ２６～Ｈ２８
 （２～３年程度）の稼働後撤去。

橋梁工事

支給

生コンクリート不足対策 川砂の供給支援 ～逼迫する生コン用骨材（砂）の確保に向けて～

○仙台地区では、砂の供給不足がネックとなり、生コン不足が常態化。
○逼迫する生コンクリート用骨材を確保するため、河川・ダム湖に堆積している川砂を供給支援。
○平成２５年度の採取量は約３万８千m3で、H24年度仙台地区生コン総出荷量の７％に相当。
○七ヶ宿ダム：H25．6．17採取開始 北上川：H25．5．7採取開始

【七ヶ宿ダム】

H25：2万6千m3

【北上川】

H25：1万2千m3 23



日時：平成２５年１０月７日（月）９：００～１０：３０
場所：仙台サンプラザ クリスタルルーム

復興加速化会議（第２回）について

【国】国土交通省 太田大臣、技監、土地・建設産業局長、
東北地方整備局長 他

上記のほか復興庁、経産省、農水省の各地方支分部局長
【地方公共団体】宮城県知事、仙台市副市長 他
【独立行政法人】都市再生機構 副理事長
【業界団体】東北建設業協会連合会、日本建設業連合会東北支部、

全国生コンクリート工業組合連合会東北地区、セメント協会、
全国コンクリート製品協会東北支部、宮城県地域型復興住宅推進協議会

出席者

日時・場所

○ 入札不調については、発生率が改善するとともに、再発注時の工夫によりほぼ契約できている。
○ 設計労務単価の引き上げは入札不調改善の要因の１つである。更なる引き上げは、動向等をきめ細かく調査し、総合的に判断する。
○ 各機関の発注見通しの全容が把握できるように統合して公表する仕組みにする。
○ 国整備の生コンクリートプラント（宮古、釜石）については確実に来年９月から稼働させる。
○ 災害公営住宅については、関係者による連絡会の活用による発注見通しの共有等により、隘路を打開する。
○ 市町村支援では、整備局の用地職員を定期的に派遣する。ＵＲにも派遣職員の増員等による住宅・まちづくりの支援強化を要請する。
○ 国、自治体、業界団体等が連携し、復興を成し遂げる必要があるので、協力をお願いする。

＜宮城県＞ 実質入札不調率を早くゼロにするように頑張って参りたい。災害公営住宅は、住民合意等の問題もあり、地域によって進捗に
差がある。

＜東北建設業協会連合会＞ 労務単価引上げ、復興歩掛は評価。資材不足について、地域差がある点に配慮してほしい。
＜日本建設業協会連合会＞ 労務・資機材の効率的な手配のため、発注見通しの早めの公表をお願いしたい。
＜セメント協会＞ 今後も、基本的には東北優先で供給していく考え。
＜コンクリート製品協会＞ 関東等の近隣地域や他業界との連携をして万全の供給体制を期していきたい。

大臣発言のポイント

各参加機関・団体の発言等
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伝承のための取り組み

講演

講演回数は、国内外を問わず350回を超過

（図）講演及び来訪時の説明〔来訪者･地域別〕

展示

展示の実施回数も、国内外を問わず600回を超過

（図）パネル展開催実績〔地域別〕

※図中の○印は、全国9地方毎の集計値を
当該地方代表位置にプロット 25

○ 東北地方整備局では、本庁舎内に展示コーナーを開設。（常設展示中）

○ 各地で、パネルや被災物等の展示を実施中。

伝承のための取り組み

被災車両の展示（新宿駅）

本庁舎内の展示コーナー JR東日本との共同展示（仙台駅）

JR東日本との共同展示(新幹線総合車両センター) 26

（コンテンツのご紹介）

図書類

建設業界の活躍が、多様な
視点で紹介されています。
関係者などでご一読を。

（麻生幾）

［H23.8.10発刊］
（米田雅子・

地方建設記者の会）
［ 発刊］

（日刊建設工業新聞）

［H24.3.1発刊］

［H24.1.20発刊］

（稲泉連）

［H24.3.15発刊］
（道下弘子）

［H24.7.20発刊］

（佐藤のぶあき）

［H24.8.28発刊］
（大畠章宏）

［H24.11.5発刊］

（岩田やすてる）

［H25.3.7発刊］

コミック
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東日本大震災の実体験に基づく 災害初動期指揮心得

本書とりまとめの意図

１．東日本大震災を経験した者にしかわ
からない「経験知」を関係者と共有

２．シナリオのない、最もシビアな決断を
迫られる最初の1週間を乗り切る指針

（※）

要請の高まりに応じ、

8月から(一社)東北地域づくり協会で実費提供

（研修用白パン）

３．地方整備局各クラスの「指揮官」が心
得ておくべき指針
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・「災害概要」、「写真」、「動画」、「年表」、「読み物」から構成

・写真は約10,000点を掲示し、二次利用を前提

・今後本格化する復興事業も定点写真で掲載する等、フォローしていく方針［トップページ］

［より知りたい人へ］

［震災概要］

『震災伝承館』（Web版）
サイト名：東北地方整備局
U R L：http//infra-archive311.jp

2013.3.18開設

［写真の詳細］
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